
 

お 知 ら せ 
 

 

 

令和４年度普通交付税等の決定について 

 
４.７.26   

財 政 課（2192） 

市町振興課（2213） 

 

７月26日（火）、令和４年度の普通交付税、臨時財政対策債発行可能額

及び地方特例交付金の額が、次のとおり決定された。 

 

【普通交付税】                  （単位：千円、％） 

区 分 ４年度 前年度比 伸 率 

県 分 177,628,488 △14,329,854 △7.5 

市町分 143,939,931 △6,806,522 △4.5 

 

【臨時財政対策債発行可能額】           （単位：千円、％） 

区 分 ４年度 前年度比 伸 率 

県 分 5,734,708 △29,020,582 △83.5 

市町分 8,318,598 △17,072,951 △67.2 

 

【地方特例交付金】                （単位：千円、％） 

区 分 ４年度 前年度比 伸 率 

県 分 834,826 +7,575 +0.9 

市町分 1,252,239 +42,140 +3.5 

 

なお、普通交付税の振替分として平成１３年度から発行している臨時財

政対策債の発行可能額と普通交付税交付額の合算額は、次のとおりである。 
（単位：千円、％） 

区 分 ４年度 前年度比 伸 率 

県 分 183,363,196 △43,350,436 △19.1 

市町分 152,258,529 △23,879,473 △13.6 

 

（注）令和４年度と令和３年度再算定後の額の比較 



〈参考〉 
 
（普通交付税、臨時財政対策債発行可能額の前年度算定額との比較） 

［県　分］ （単位：千円、％）
令和４年度 令和３年度 増減額 伸率 全国

a b a-b c c/b*100 伸率

319,242,270 309,609,843 9,632,427 3.1 4.3

141,349,735 117,651,501 23,698,234 20.1 17.4

177,892,535 191,958,342 △ 14,065,807 △ 7.3 △ 9.1

177,628,488 191,958,342 △ 14,329,854 △ 7.5 △ 9.3

5,734,708 34,755,290 △ 29,020,582 △ 83.5 △ 70.6

183,363,196 226,713,632 △ 43,350,436 △ 19.1 △ 24.2
※全国伸率は東京都を除く道府県分。

普通交付税額
（調整後）　　　D

臨時財政対策債
発行可能額　　　E

交付税額＋臨財債
　　　　　　D+E F

区　　　分

基準財政需要額　A

基準財政収入額　B

交付基準額　A-B C

 
 

［市町分］ （単位：千円、％）
令和４年度 令和３年度 増減額 伸率 全国

a b a-b c c/b*100 伸率

321,381,825 317,873,307 3,508,518 1.1 △ 1.2

177,176,079 167,126,854 10,049,225 6.0 5.0

144,205,746 150,746,453 △ 6,540,707 △ 4.3 △ 5.2

143,939,931 150,746,453 △ 6,806,522 △ 4.5 △ 5.2

8,318,598 25,391,549 △ 17,072,951 △ 67.2 △ 63.1

152,258,529 176,138,002 △ 23,879,473 △ 13.6 △ 17.5

普通交付税額（調整後）＝交付基準額－調整額（基準財政需要額×調整率α）
調整率α〈４年度：0.000827104　３年度：0〉

区　　　分

※県内市町は17年度から全て交付団体。

基準財政需要額　A

基準財政収入額　B

交付基準額　A-B C

普通交付税額
（調整後）　　　D
臨時財政対策債
発行可能額　　　E
交付税額＋臨財債
　　　　　　D+E F

 
 

＜［県分］普通交付税、臨時財政対策債発行可能額の推移＞ 
（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
213,058,709 207,173,677 199,799,827 196,224,777 194,398,716

普通交付税 165,725,830 165,770,472 164,208,308 167,014,589 164,922,415
臨財債発行可能額 47,332,879 41,403,205 35,591,519 29,210,188 29,476,301

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

188,179,684 185,471,360 187,862,520 226,713,632 183,363,196

普通交付税 160,819,592 162,861,721 167,227,031 191,958,342 177,628,488

臨財債発行可能額 27,360,092 22,609,639 20,635,489 34,755,290 5,734,708
※令和３年度までは決算額、４年度は当初決定額

区　　　分
普通交付税+臨財債発行可能額

区　　　分

普通交付税+臨財債発行可能額

 

（地方特例交付金の前年度算定額との比較） 
（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額 伸率 全国
a b a-b c c/b*100 伸率

834,826 827,251 7,575 0.9 △2.9
個人住民税減収補填 834,826 689,667 145,159 21.0 19.7
自動車税減収補填 0 137,584 △ 137,584 △ 100.0 △ 100.0

1,252,239 1,210,099 42,140 3.5 2.3
個人住民税減収補填 1,252,239 1,034,502 217,737 21.0 19.8
自動車税減収補填 0 110,957 △ 110,957 △ 100.0 △ 100.0
軽自動車税減収補填 0 64,640 △ 64,640 △ 100.0 △ 100.0
※個人住民税：住宅借入金等特別税額控除分

区　　　分

県　　　分

市　町　分

※(軽)自動車税：環境性能割の臨時的軽減による減収分  


